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当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 2016年12月９日から2046年12月７日までです。
運 用 方 針 信託財産の成長を図ることを目的として、積極的な運

用を行います。
主要投資対象 わが国の金融商品取引所に上場する中小型株式（上場

予定を含みます。）を主要投資対象とします。

運 用 方 法

主として、わが国の金融商品取引所に上場する中小型
株式（上場予定を含みます。）に投資します。
銘柄選定にあたっては、主として経営戦略やビジネス
モデルによって新たな顧客や市場を創造できると考え
られる企業に着目します。
徹底した企業分析、銘柄調査に基づき、企業の成長
力、競争力、収益力、経営力、株価等を分析し、ファ
ンダメンタルズとバリュエーションの観点から、組入
候補銘柄群を選定します。
ポートフォリオの構築にあたっては、組入候補銘柄群
の中から、今後高い利益成長が期待できると考えられ
る銘柄を厳選して投資を行います。
業種配分などにとらわれず、ファンドマネジャーの総
合的判断によって組入銘柄数および各銘柄の組入比率
を決定します。
株式の組入比率は、原則として高位を維持しますが、
相場急変時等には一時的に実質株式組入比率（＊）を引
き下げる場合があります。
（＊）実質株式組入比率とは、現物株式と株価指数先

物取引を合計した組入比率をいいます。
組 入 制 限 株式への投資割合には制限を設けません。

外貨建資産への投資は行いません。

分 配 方 針

決算日（原則として12月７日。休業日の場合は翌営
業日。）に、経費控除後の配当等収益および売買益
（評価益を含みます。）等の中から、基準価額水準、
市況動向等を勘案して、分配金額を決定します。ただ
し、分配対象額が少額の場合は分配を行わない場合が
あります。

 <運用報告書に関するお問い合わせ先>
コールセンター：0120-104-694
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで
お客さまのお取引内容につきましては、購入された
販売会社にお問い合わせください。

受益者の皆さまへ

　毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。

　さて、「日本厳選中小型株ファンド」
は、2023年12月７日に第７期の決算を
行いました。ここに、運用経過等をご報
告申し上げます。

　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう
お願い申し上げます。

日本厳選中小型株ファンド

運 用 報 告 書（全体版）
第７期<決算日2023年12月７日>
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■最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 株 式 組 入

比 率
株 式 先 物
比 率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
３期（2019年12月９日） 11,020 500 8.5 83.6 16.2 37,835
４期（2020年12月７日） 12,215 500 15.4 92.8 3.3 27,494
５期（2021年12月７日） 12,284 0 0.6 99.0 － 21,634
６期（2022年12月７日） 10,401 0 △15.3 84.3 12.5 14,284
７期（2023年12月７日） 10,371 500 4.5 89.6 9.7 12,149

（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
（注３）当ファンドのコンセプトに適した指数が存在しないため、ベンチマーク及び参考指数を定めておりません。
（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。

■当期中の基準価額の推移

年 月 日 基 準 価 額 株 式 組 入
比 率

株 式 先 物
比 率騰 落 率

（期　首） 円 ％ ％ ％
2022 年 12 月 ７ 日 10,401 － 84.3 12.5

12 月 末 10,147 △2.4 83.2 11.4
2023 年 １  月  末 10,582 1.7 84.1 11.6

２ 月 末 10,467 0.6 84.5 12.0
３ 月 末 10,417 0.2 84.1 12.7
４ 月 末 10,872 4.5 85.5 12.6
５ 月 末 11,254 8.2 86.2 12.8
６ 月 末 12,021 15.6 87.8 11.7
７ 月 末 11,836 13.8 88.9 11.0
８ 月 末 11,708 12.6 89.0 10.9
９ 月 末 11,164 7.3 88.6 11.1
10 月 末 10,255 △1.4 86.7 11.8
11 月 末 11,100 6.7 88.1 11.7

（期　末）
2023 年 12 月 ７ 日 10,871 4.5 89.6 9.7

（注１）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。
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■当期の運用経過（2022年12月８日から2023年12月７日まで）

基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。
（注４）当ファンドはベンチマークを定めておりません。

基準価額の主な変動要因
　海外投資家の積極的な日本株買いや、為替市場での円安進行などを背景に国内株式市場が上昇したこ
とに加え、ｉｓｐａｃｅやＳＣＳＫなどの銘柄がプラスに寄与したことなどから基準価額は上昇しまし
た。

投資環境
　ＦＲＢ（米連邦準備理事会）の金融引き締め政策による景気減速懸念などを背景に上昇幅が縮小する
動きもありましたが、海外投資家の積極的な日本株買いや、為替の円安進行、コロナ禍からの経済再開
が進んだことなどを背景に国内株式市場は上昇しました。
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基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）純資産総額（右軸）

第 ７ 期 首 ： 10,401円
第 ７ 期 末 ： 10,371円
（既払分配金500円）
騰 落 率 ： 4.5％
（分配金再投資ベース）
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ポートフォリオについて
　銘柄選択については、独力で成長を遂げると考える企業を中心に投資しました。サービス業、不動産
業などのウェイトを引き上げた一方で、バリュエーションとリスク管理の観点から情報・通信業、医薬
品などのウェイトを引き下げました。

分配金
　当期の収益分配金につきましては運用実績等を勘案し、以下の表の通りとさせていただきました。な
お、収益分配金に充てなかった利益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたします。

■分配原資の内訳（１万口当たり）

項目
当期

2022年12月８日
～2023年12月７日

当期分配金（税引前） 500円
対基準価額比率 4.60％
当期の収益 92円
当期の収益以外 407円

翌期繰越分配対象額 1,195円

（注１）「当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切
捨てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金
（税引前）」の額が一致しない場合があります。

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引
前）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファ
ンドの収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五
入しています。

（注３）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費
控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配
に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準
備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金額で
す。

【運用状況】（注１）組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注２）業種は東証33業種分類によるものです。

○組入上位10業種
期首（前期末）
No. 業種 組入比率
１ 情報・通信業 31.2％
２ サービス業 14.3
３ 電気機器 9.9
４ 不動産業 8.1
５ 精密機器 4.1
６ 銀行業 3.9
７ 医薬品 3.2
８ 空運業 2.4
９ 輸送用機器 2.2
10 建設業 1.7

期末
No. 業種 組入比率
１ 情報・通信業 28.4％
２ サービス業 18.0
３ 電気機器 10.4
４ 不動産業 9.6
５ 精密機器 5.0
６ 銀行業 4.1
７ 輸送用機器 2.9
８ 医薬品 2.5
９ 建設業 2.5
10 空運業 2.4
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今後の運用方針
　株式市場において全般にバリュエーション調整がすすんだことから、株価の上値余地が拡大してきた
ものと考えます。投資妙味のある銘柄を見極めて、中長期にわたり高成長する銘柄のオーバーウェイト
を継続することに加え、来期業績の大幅回復が見込め、かつ割安感の生じた銘柄の発掘を行うことによ
り運用パフォーマンスの向上を図ります。

■１万口当たりの費用明細

項目

第７期

項目の概要（2022年12月８日
～2023年12月７日）
金額 比率

(ａ) 信託報酬 186円 1.694％ (ａ) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
期中の平均基準価額は10,977円です。

（投信会社） ( 91) (0.825) 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価

（販売会社） ( 91) (0.825) 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

（受託会社） (  5) (0.044) 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価

(ｂ) 売買委託手数料 2 0.017 (ｂ) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料

（株式） (  2) (0.016)
（先物・オプション） (  0) (0.001)

(ｃ) その他費用 0 0.002 (ｃ) その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（監査費用） (  0) (0.002) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用

合計 188 1.712
（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。
（注２）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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（参考情報）
◆総経費率
　当期中の運用・管理にかかった費用の総額を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当た
り）を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.70％です。

（注１）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注３）各比率は、年率換算した値です。
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。

運用管理費用
（投信会社）
0.83%運用管理費用

（販売会社）
0.83%

その他費用
0.00%

運用管理費用
（受託会社）
0.04%

総経費率
1.70%
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■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
項 目 当 期

(ａ) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 4,783,686千円
(ｂ) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 11,972,179千円
(ｃ) 売 買 高 比 率　(ａ)／(ｂ) 0.39

（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。

■売買及び取引の状況（2022年12月８日から2023年12月７日まで）
(1) 株　式

買 付 売 付
株 数 金 額 株 数 金 額

千株 千円 千株 千円
国 内 上 場 1,442.9 1,635,822 1,938.9 3,147,863(135) (－)
（注１）金額は受渡代金です。
（注２）（　）内は株式分割、増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

(2) 先物取引の種類別取引状況

種 類 別 買 建 売 建
新 規 買 付 額 決 済 額 新 規 売 付 額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株 式 先 物 取 引 6,382 7,366 － －

（注）金額は受渡代金です。
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■利害関係人との取引状況等（2022年12月８日から2023年12月７日まで）
(1) 期中の利害関係人との取引状況

決 算 期 当 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ Ｂ／Ａ うち利害関係人
との取引状況Ｄ Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 1,635 541 33.1 3,147 871 27.7
株 式 先 物 取 引 6,382 6,382 100.0 7,366 7,366 100.0

(3) 売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額　(Ａ) 2,372千円
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額　(Ｂ) 787千円

(Ｂ)／(Ａ) 33.2％

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。

(2) 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券

種 類 当 期
買 付 額

百万円
株 式 348
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■組入資産の明細
(1) 国内株式

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
建設業（2.8％）
五洋建設 389.9 389.9 304,238

食料品（0.7％）
ベースフード 69.9 134.1 67,720
サンクゼール － 4.4 11,440
医薬品（2.8％）
ペプチドリーム 277.7 251.3 306,083
サイフューズ 13 － －

機械（0.0％）
ＪＲＣ － 6.7 4,991
電気機器（11.6％）
アンリツ 221.1 221.1 289,751
アルプスアルパイン 51.2 － －
シスメックス 39.9 39.9 319,758
ローム 11.5 22.2 59,418
浜松ホトニクス 34.7 34.7 192,307
村田製作所 12.2 14.4 41,040
東京エレクトロン 5.3 15.9 356,716
輸送用機器（3.2％）
いすゞ自動車 181.1 181.1 350,066
精密機器（5.6％）
ナカニシ － 2.1 4,977
トプコン 12.4 － －
ＨＯＹＡ 42 36.4 600,054
その他製品（0.5％）
ピジョン 44.1 31.8 52,708
陸運業（0.5％）
東急 55.4 33.4 57,832
空運業（2.7％）
ＡＮＡホールディングス 116.8 95.8 295,734
情報・通信業（31.8％）
エニグモ 100 100 36,000
じげん 2.9 43.8 21,286
セレス 78.3 75.5 77,236
クラウドワークス 40.7 18.8 23,819
チェンジホールディングス 58.8 86.9 121,138
ＰＫＳＨＡ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 15.9 － －
マネーフォワード 8.8 － －
ヤプリ 21.9 － －
ＥＮＥＣＨＡＮＧＥ 25.1 50.8 54,203
ビジョナル 41.4 31 236,220
サスメド － 5.1 6,834

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ラクスル 85.5 131.6 175,422
メルカリ 37.4 － －
チームスピリット 24.2 － －
Ｆｉｎａｔｅｘｔホールディングス 38.4 102.6 67,510
カオナビ 25.9 5.7 12,500
Ｓａｎｓａｎ 193 199.5 305,434
ＣＨＡＴＷＯＲＫ 9.6 49.5 26,334
ＨＥＮＮＧＥ 78.8 81.5 96,822
ＢＡＳＥ 270.5 211 52,961
フリー － 57.9 173,236
メドレー 262.7 134.2 558,272
ＡＮＹＭＩＮＤ　ＧＲＯＵＰ － 123.7 103,165
スマートドライブ － 14.6 26,075
ＮＯＴＥ － 5.2 3,411
エコナビスタ － 20.5 59,860
ＧＭＯインターネットグループ 405.1 249 604,696
ＳＣＳＫ 266.6 218.6 612,407
卸売業（0.5％）
フーディソン － 35.4 52,392

小売業（0.5％）
クラシコム 40.6 38.5 52,013
銀行業（4.6％）
りそなホールディングス 854.1 639.8 499,107

証券、商品先物取引業（－％）
マネックスグループ 162.5 － －
保険業（1.3％）
ライフネット生命保険 108.7 137.4 144,682
不動産業（10.8％）
ツクルバ 141.3 136.7 111,820
ヒューリック 199 177 269,128
ＧＡ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ － 15.7 19,122
パーク24 132 120 213,120
ＰＲＯＰＥＲＴＹ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＩＥＳ 0.1 － －
東京建物 295.5 259.9 558,914
サービス業（20.1％）
アウトソーシング 400 400 469,000
サイバーエージェント 399 303 249,066
エン・ジャパン 94.1 94.1 241,272
アドベンチャー 25.5 36.7 177,995
ベクトル 27.3 30.2 31,649
リログループ 98 98 140,238
シーユーシー － 113.5 236,988
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銘 柄 期首(前期末) 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ＧＥＮＤＡ － 115.7 271,663
ｉｓｐａｃｅ － 2.6 2,249
エアークローゼット 12.5 12.5 4,987
エイチ・アイ・エス 204.9 204.9 365,336

千株 千株 千円

合 計 株 数 ・ 金 額 6,864.8 6,503.8 10,880,437
銘柄数<比率> 56銘柄 60銘柄 <89.6％>

（注１）銘柄欄の（　）内は、期末の国内株式評価総額に対する各業
種の比率です。

（注２）合計欄の<　>内は、期末の純資産総額に対する評価額の比率
です。

（注３）評価額の単位未満は切捨ててあります。

(2) 先物取引の銘柄別期末残高

銘 柄 別 当 期 末
買 建 額 売 建 額

国
内

百万円 百万円
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 1,180 －
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2023年12月７日)現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資 産 12,872,977,792円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,910,009,918
株 式(評価額) 10,880,437,450
未 収 入 金 29,940,874
未 収 配 当 金 16,770,380
差 入 委 託 証 拠 金 35,819,170

(Ｂ) 負 債 723,725,966
未 払 金 2,504,175
未 払 収 益 分 配 金 585,753,320
未 払 解 約 金 18,214,695
未 払 信 託 報 酬 117,145,849
そ の 他 未 払 費 用 107,927

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 12,149,251,826
元 本 11,715,066,406
次 期 繰 越 損 益 金 434,185,420

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 11,715,066,406口
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,371円

（注）期首における元本額は13,733,761,127円、当期中における追
加設定元本額は3,572,931円、同解約元本額は2,022,267,652
円です。

■損益の状況
当期　自2022年12月８日　至2023年12月７日

項 目 当 期
(Ａ) 配 当 等 収 益 154,478,109円

受 取 配 当 金 154,242,004
受 取 利 息 19,354
そ の 他 収 益 金 1,017,750
支 払 利 息 △800,999

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 270,992,078
売 買 益 1,481,930,175
売 買 損 △1,210,938,097

(Ｃ) 先 物 取 引 等 取 引 損 益 359,761,510
取 引 益 367,615,517
取 引 損 △7,854,007

(Ｄ) 信 託 報 酬 等 △235,462,398
(Ｅ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 549,769,299
(Ｆ) 前 期 繰 越 損 益 金 △804,433,809
(Ｇ) 追 加 信 託 差 損 益 金 1,274,603,250

(配 当 等 相 当 額) (479,363,711)
(売 買 損 益 相 当 額) (795,239,539)

(Ｈ) 合 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 1,019,938,740
(Ｉ) 収 益 分 配 金 △585,753,320

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ＋Ｉ) 434,185,420
追 加 信 託 差 損 益 金 1,274,603,250
(配 当 等 相 当 額) (479,363,711)
(売 買 損 益 相 当 額) (795,239,539)
分 配 準 備 積 立 金 921,644,633
繰 越 損 益 金 △1,762,062,463

（注１）(B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引損益は期末の
評価換えによるものを含みます。

（注２）(D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて
表示しています。

（注３）(G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加
設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注４）分配金の計算過程
項 目 当 期

(ａ) 経 費控除後の配当等収益 108,162,655円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0
(ｃ) 収 益 調 整 金 479,363,711
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 1,399,235,298
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 1,986,761,664
(ｆ) １万口当たり当期分配対象額 1,695.90
(ｇ) 分 配 金 585,753,320
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 500

■投資信託財産の構成� 2023年12月７日現在
項 目 当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

株 式 10,880,437 84.5
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 1,992,540 15.5
投 資 信 託 財 産 総 額 12,872,977 100.0

（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。
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■分配金のお知らせ

１万口当たり分配金　　　500円
※分配金を再投資する場合、分配金は税引後自動的に無手数料で再投資されます。

分配金の課税上の取扱いについて
・追加型株式投資信託の分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱
いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
○分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分
配金の全額が普通分配金となります。
○分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払
戻金（特別分配金）、分配金から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普
通分配金となります。

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における受益者毎の
個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の受益者毎
の個別元本となります。

《お知らせ》
約款変更のお知らせ

■新ＮＩＳＡ制度の成長投資枠の要件に沿った表記に改めるため、デリバティブの使用目的を明確化しました。
（2023年９月８日）

■信託期間を延長し、償還日を2046年12月７日とする変更を行いました。
（2023年９月８日）
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